
　 内閣総理大臣に関する次の記述のう ち妥当なのはどれか。

１ ． 内閣総理大臣は， 内閣を 代表し て議案を 国会に提出し ， 一般国務及び外交

関係について国会に報告し なければなら ない。

２ ． 内閣の首長たる内閣総理大臣は， 答弁を 求めら れた場合には議院に出席し

なければなら ないが， 国務大臣にはこ のよう な出席義務はない。

３ ． 内閣総理大臣は国務大臣の訴追に対する同意権を 有し ており ， 同意が得ら

れなければ， 国務大臣が職を 退いた後でも 訴追するこ と ができ ない。

４ ． 行政権は， 内閣ではなく 内閣総理大臣に属するので， 内閣総理大臣は自ら

が主任の大臣でない場合も 法令に連署する必要がある。

５ ． 衆議院の解散を 決定する権限は内閣総理大臣に属するので， 解散に反対す

る国務大臣がいても ， 内閣総理大臣は単独で， 天皇に衆議院を 解散するよ

う 助言と 承認を するこ と ができ る。



価格に関する不確実性に直面し ている競争的かつ危険中立的企業を 考

える。 こ の企業の生産物の価格は   の確率で５０，   の確率で３０と なる。 こ の

企業の総費用関数は次のよう に示さ れると する。

　 　 c（ x）＝ x2　 　 　 　 　〔  c： 総費用， x： 生産量〕

こ の企業は価格が実現する前に生産量を 決めなければなら ない。 こ のと き 最適

な生産量と し て妥当なのはどれか。
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                      　 日本の政治分野における男女共同参画に関する次の記述のう ち妥当なのはど

れか。

１ ．１９９９ 年から  ２０２３ 年までの統一地方選挙について見ると ， 候補者に占める 女性の

割合は上昇傾向にあるが， 当選者に占める女性の割合は下降傾向にある。

２ ．２０２２ 年 １２ 月 ３１ 日現在で見ると ， 都道府県議会の全議員に占める女性議員の割合，

町村議会の全議員に占める女性議員の割合は， いずれも  ３０ ％を上回っ ている。

３ ．２０２２ 年４ 月１ 日現在で見る と ， 都道府県の女性知事は １０ 名を 超えており ， 近年

の地方自治法の改正により 副知事について女性を１ 名以上就けるこ と が都道府県

の努力義務と なっ たこ と も あり ， 全国の女性副知事は １００ 名を超えている。

４ ． 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律は， 政党その他の政治団体に

対し て， 所属する男女のそれぞれの公職の候補者の数を均等にする義務を課し て

いるが， 当該義務の違反に対する罰則を規定し ていない。

５ ． 近年， 政治分野における男女共同参画の推進に関する法律が改正さ れ， 政党その

他の政治団体の努力の規定部分に， セク シャ ルハラ スメ ント やマタ ニティ ハラ ス

メ ント などへの対策が明記さ れた。



                      　 行政手続法における申請に関する次の記述のう ち妥当なのはどれか。

１ ． 申請と は， 私人が法令に基づき， 行政庁の許認可等自己に対し 何ら かの利益を付

与する処分を求める行為であるが， 当該行為に対し て行政庁が諾否の応答をする

こ と は努力義務である。

２ ． 行政庁は， 申請により 求めら れた許認可等をするかどう かを判断するための審査

基準を定めなければなら ず， 行政上特別の支障の有無にかかわら ず， こ れを公に

し ておかなければなら ない。

３ ． 申請が行政庁の事務所に到達し た場合， 行政庁は遅滞なく 当該申請の審査を開始

し なければなら ない。

４ ． 申請が形式上の要件に適合し ない場合， 行政庁は申請者に対し ， まずは相当の期

間を定めてその補正を求めなければなら ず， 補正を求めた後でなければ， 申請に

より 求めら れた許認可等を拒否するこ と はでき ない。

５ ． 行政庁は， 申請者の求めがなく ても ， 当該申請に係る審査の進行状況及び当該申

請に対する処分の時期の見通し を示さ なければなら ない。



                      　 日本の消費税に関する次の記述ア～オのう ちには妥当なも のが二つある。 そ

れら はどれか。

ア． 消費税は １９９０ 年代末に導入さ れた。 国・ 地方を 合わせた消費税の税率は， 導入当

初の５ ％が維持さ れていたが，２０１９ 年 １０ 月に標準税率が １０ ％に引き 上げら れると

と も に，「 全ての飲食料品」 については軽減税率８ ％が適用さ れるこ と と なっ た。

イ ．２０１３ 年度から  ２０２２ 年度までの国の一般会計税収（ 決算額） のう ち の「 消費税」 は

増加傾向にあり ，２０２４ 年度当初予算においては，「 消費税」，「 所得税」，「 法人税」

のう ち，「 消費税」 は「 法人税」 に次いで２ 番目に多い。

ウ． 消費税は多段階課税であり ， 製造業者， 卸売業者， 小売業者等の各取引段階の事業

者は売上げ等に係る税額から 仕入れに係る税額を差し 引いた額を納税する。 事業者

に課さ れる税相当額は， 最終的には消費者が負担するこ と が予定さ れている。

エ． 複数税率制度の下において適正な課税を確保する観点から ， 仕入税額控除制度が改

正さ れ，２０２３ 年 １０ 月から ， 適格請求書等保存方式（ イ ンボイ ス制度） が採用さ れ

た。

オ． 日本の消費税率（ 標準税率） を諸外国における付加価値税率（ 標準税率） と 比較す

ると ， デンマーク ， ノ ルウェ ーなど北欧諸国より も 低く ， ド イ ツ， フ ラ ンス， イ ギ

リ スより も 高い。
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